
対象者

【新設】・町内に新たに事業所を設置する。

・既存事業所を取得して事業を継続する。

【増設又は改修】 町内事業所において、必要な

施設を増設又は改修する。

【起業者】 事業活動を行っていない方で、町内

において新規に事業を開始する方

実施期間 平成２８年４月１日～平成３２年３月３１日

利用制限 実施期間中、１事業者１回限りの助成

申請に必要な物 所定の申請書

問い合わせ先

産業振興課商工観光グループ（２階嘘番窓口）

緯76－2151（内線256、315、258）

助成内容

補助金の
限度額

投資額に対する
補助金の額(率)

対象投資額事業所の区分
助成
区分

2,000万円

10分の3とする。ただし、起業
者の場合は、10分の4とする。2,000万円

以上

生産施設

新設

集合住宅
10分の2とする。ただし、起業
者の場合は、10分の3とする。

社宅・社員寮

1,000万円10分の3とする。
ただし、起業者の
場合は、10分の4
とする。

300万円
以上

観光施設

500万円
販売施設
介護・福祉施設
特定事業所

1,000万円

10分の3と
する。

1,000万円以上生産施設

増設

又は

改修

500万円300万円以上
観光施設
販売施設
介護・福祉施設

300万円100万円以上
上記事業所に係る機
械等設備のみの場合

対 象 者 町内に事業所のある中小企業者

助成内容 出展小間料、出展小間装飾料及び出展物

輸送費の２分の１以内（限度額20万円）

実施期間 平成２７年７月１日～平成３２年３月３１日

利用制限 １企業１会計年度（４月～３月の間）１回助成

起業等振興促進事業のお知らせ 町内において新たに事業活動を行う方や
現在事業を行っている方を支援します【 】

【町内において若年者の正規雇用に積極的に取り組む小規模事業者を支援します】

小規模事業者若者雇用促進助成事業のお知らせ

対象事業者 ◇町内に事業所又は事務所を有すること。

◇正規雇用100人以下の事業所であること（本社、

支社等全体で）。

◇雇用保険法第5条第1項に規定する適用事業の事業

者であること。

◇中小企業基本法に規定する中小企業者であること。

◇町税を滞納していないこと。

◇申請年度及びその前年度において、正規雇用職員

を事業者の都合で解雇したことがないこと。ただし、

正規雇用職員の責によるものを除く。

◇労働基準法等の労働関係法令を遵守していること。

適用外事業者 ◇専ら津別町からの委託料、補助金等

によって運営されている事業者

◇国及び地方公共団体から同一雇用者に対する他の

補助金を受けている事業者

◇津別町暴力団排除条例第2号第3項に掲げる事業者

対象若年者 ◇雇入れ時において３５歳以下で正規雇用

された者

◇正規雇用された日の属する月において町内に住所を

有し、引き続き町内に住所を有しようとする者

◇事業主（経営主体）の３親等以内の親族でない者

◇過去において同一の事業所に正規雇用で雇入れされ

ていない者

助成内容 ◇対象若年者１名につき月額２万円

◇３年限度 ◇１事業者あたり３名まで

手続き等 ◇交付要件に該当した日から２か月以内に所

定の用紙で申請すること

◇各年度半期毎に助成金を交付します。

実施期間 ◇平成２８年４月１日～平成３２年３月３１日

問い合わせ先

産業振興課商工観光グループ（２階③番窓口）

緯76－2151（内線256、315、258）

申請に必要な物 所定の申請書

問い合わせ先

産業振興課商工観光グループ（２階嘘番窓口）

緯76－2151（内線256、315、258）

町
と
網
走
南
部
森
林
管
理
署
で
は
毎
年
、
緑
化
や

環
境
意
識
の
高
揚
を
目
的
に
、
町
民
植
樹
祭
を
実
施

し
て
い
ま
す
。
夫
婦
、
親
子
、
孫
と
一
緒
、
兄
弟
・

姉
妹
で
、
も
ち
ろ
ん
一
人
で
も
O
K
。

あ
な
た
も
植
樹
祭
に
参
加
し
て
み
ま
せ
ん
か
！
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時

５
月

日
（
日
）

午
前
９
時
集
合
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集
合
場
所

役
場
正
面
玄
関
前
（
小
雨
決
行
で
す
）

植
樹
場
所

木
樋

町
有
林

交
通
手
段

町
の
バ
ス
等
を
利
用
し
ま
す
。

持
ち
物
等

植
樹
の
で
き
る
服
装
（
作
業
服
、
長
靴
、

軍
手
）
と
ス
コ
ッ
プ
を
持
参
く
だ
さ
い
。

申
込
方
法

5
月

日
（
木
）
ま
で
に
、
役
場
林
政
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担
当
に
ご
住
所
と
お
名
前
を
告
げ
、
申

し
込
ん
で
く
だ
さ
い
。

申
し
込
み
は
電
話
で
お
願
い
し
ま
す
。

申
し
込
み
先

産
業
振
興
課

林
政
担
当

緯

室
2
1
5
1
（
内
線
2
5
9
）
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●
火
入
れ
に
つ
い
て

・
森
林
法
に
基
づ
く
火
入
れ
は
、
６
月

日
ま
で
許
可
さ
れ
ま
せ
ん
。

30
・
ゴ
ミ
焼
き
は
、
法
律
に
よ
り
実
施
で

き
な
い
こ
と
に
な
っ
て
い
ま
す
。

・
畑
の
野
焼
き
は
、
法
律
に
定
め
ら
れ

て
い
る
農
家
で
の
ア
ス
パ
ラ
の
殻

な
ど
農
作
物
の
残
り
物
を
焼
却
す

る
こ
と
以
外
は
認
め
ら
れ
ま
せ
ん
。

●
火
入
れ
の
許
可

・
火
入
れ
や
野
焼
き
を
す
る
場
合
は
、

許
可
が
必
要
で
す
。
実
施
日
の
２

日
前
ま
で
に
町
長
に
届
け
出
て
く

だ
さ
い
。

（
役
場
林
政
担
当

緯

室
２
１
５
１
）
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ま
た
、
火
を
扱
う
場
所
の
そ
ば
に

森
林
が
あ
る
場
合
の
届
出
に
際
し
て

は
、
そ
の
森
林
所
有
者
（
国
有
林
・
道

有
林
・
個
人
な
ど
）
の
承
認
を
得
て
く

だ
さ
い
。

●
入
林
の
手
続
き

山
菜
採
り
な
ど
で
森
林
に
入
る
時

の
ル
ー
ル
を
守
っ
て
く
だ
さ
い
。

一
般
の
森
林

所
有
者
に
必
ず
断
っ
て
か
ら
入
林

し
ま
し
ょ
う
。

国
有
林

網
走
南
部
森
林
管
理
署
で
許
可
を

受
け
て
く
だ
さ
い
。

緯
０
１
５
２
室

室
２
２
１
１
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道
有
林

５
月

日
ま
で
一
般
の
方
の
入
林

31

は
出
来
ま
せ
ん
。
６
月
か
ら
入
林
を

希
望
す
る
場
合
は
、
オ
ホ
ー
ツ
ク
総

合
振
興
局
東
部
森
林
室
へ
お
問
い
合

わ
せ
く
だ
さ
い
。

緯
０
１
５
７
室

室
６
２
７
６
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町
有
林

山
菜
採
り
な
ど
、
理
由
な
く
一
般

の
方
の
入
林
は
出
来
ま
せ
ん
。

山
火
事
は
起
こ
さ
な
い
！

春
先
の
こ
の
時
期
は
空
気
が
乾
燥
し
、
山
火
事
が
発
生
し
や
す
い
季
節
で
す
。

ち
ょ
っ
と
し
た
不
注
意
で
、
大
切
な
緑
や
森
林
財
産
が
失
わ
れ
て
し
ま
い
ま
す
。

火
の
取
扱
い
に
は
細
心
の
注
意
を
払
い
ま
し
ょ
う
。

《
平
成

年
度
山
火
事
予
防
作
品
標
語
の
部
》
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網
走
南
部
森
林
管
理
署
長
賞

『
大
切
な

森
の
自
然
を

未
来
ま
で
』

津
別
小
学
校
６
年
生

真
鍋

芽
衣

さ
ん

『
町
民
植
樹
祭
』
の

参
加
者
募
集
！

工業統計キャラクター

コウちゃん

平成29年工業統計調査を実施します

工業統計調査は我が国の工業の実態を明らかにすることを目的とした統計

法に基づく報告義務がある重要な統計です。

調査結果は中小企業施策や地域振興などの基礎資料として利活用されます。

調査時点は29年６月１日です。調査票へのご回答をお願いいたします。

政府統計

町ఆߊȆ市ࡇफ産業જȆസൽຸࠐ

特産品販路拡大支援事業のお知らせ 町外への販路拡大のために見本市等
に出展する町内企業を支援します【 】


